
 
 

 

 

平成１９年度施政方針 
 

 

「食」がはぐくむ ふれあい共生の都市
ま ち

 
 

― 夢・知恵・元気あふれる 豊穣の郷づくり ― 

 

 

 

 

 

 

 
 

南あわじ市 

 

 

平成１９年３月 



 
目    次 

 
１ 時代認識と市政理念 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

   ２ 新年度基調 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

 ３ 新年度重点施策 

 （１）職（食）づくり ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

～夢あふれ、働く場を生み出すまちづくり～ 

   ①行って楽しい交流・感動の舞台 【 観光・交流 】 ・・・・  ６ 

   ②ふやさんか！食づくりの担い手 【 農漁業 】 ・・・・・・  ７ 

   ③南あわじブランドの確立    【 商工業 】 ・・・・・・ １０   

（２）人づくり ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

    ～知恵あふれ、郷土愛が満ちるまちづくり～ 

   ①大好き！ふるさと南あわじ   【 郷土愛 】 ・・・・・・ １０  

   ②一人ひとりが明日を拓くリーダー【 教 育 】 ・・・・・・  １１ 

   ③情熱と生きる喜びあふれるまち 【 生きがい 】 ・・・・・ １２ 

（３）安らぎづくり ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３   

        ～元気あふれ、住んで快適なまちづくり～    

   ①とにかく「いのち」が一番！  【 安 全 】 ・・・・・・ １３ 

     ②延ばせ健康寿命！       【 健 康 】 ・・・・・・ １５ 

   ③子どもを産みたい、育てたいまち【 子育て 】 ・・・・・・ １６ 

４ 行財政構造改革の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

   自立・持続可能な都市
ま ち

をめざし、高い市民力と効率性が発揮 

される行財政運営 



－ 1 － 
 

第１４回南あわじ市議会定例会の開会にあたり、議員各位のご健勝を

お喜び申し上げ、日頃のご精励、ご活躍に対し敬意と感謝の意を表しま

す。 

 南あわじ市が誕生して２年余、熟慮断行の年となります平成１９年度

予算を提案するにあたり、市政に取り組む基本的な考え方を申し上げま

す。 

 

（時代認識と市政理念） 

私は、どんな時代になろうとも人間社会が続く限り「人」が中心であ

り、最小の集合体である家族即ち家庭や集落、地域が健全であることに

よって、市・県・国が成り立っていると考えております。つまり市民の

夢・知恵・元気の集約こそが「ふるさとづくり」の原動力であるとこれ

までも申し上げてまいりました。 

今後においても、南あわじ市と自らの可能性を信じ、市民の皆様方や

議員各位、市職員の力を結集し、懸命にその重責を全うしてまいりたい

と存じます。 

昨年は、合併して２年目の本格的な始動の年として、行財政改革大綱

の策定や集中改革プランの公表、行政評価システムによる事務事業の見

直しや人件費の削減、定員適正化計画の見直しなど積極的に行財政改革

に取り組んでまいりました。 

また、合併後の基本的な地域格差をなくすため、学校施設の耐震化や

ケーブルテレビ事業などにも着手してまいりました。 

 更に、のじぎく兵庫国体も成功裏のうちに終えることができました。
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これも市民の皆様方、多くの関係各位のご協力のお陰と重ねて感謝申し

上げます。 

 さて、安倍政権が誕生し、首相は世界に開かれた「美しい国、日本」

をめざすとしています。また、「地方の活力なくして国の活力なし」との

考えのもと、やる気のある地方が自由に独自の施策を展開し、「魅力ある

地方」に生まれ変われるよう、地方分権を積極的に推進するとしていま

す。 

 社会問題として、個人・企業・政治のモラルの低下や犯罪の凶悪近親

化、格差社会の広がりなどが強く叫ばれております。 

 行政においては、財政再建団体となった北海道夕張市で見受けられる

ように、行政運営の失敗は、市民サービスの大幅な減退や地域イメージ

の急落を招きます。 

 今、合併により誕生した南あわじ市は歴史的な転換期を迎えておりま

す。過去からの仕組みや市民と行政の役割を根本的に見直し、「参画と協

働」「自主自立」「自助・共助・公助」の理念を浸透させ、簡素で効率的

な行政を構築しなければ、人口減少・少子高齢社会に対応できません。 

 南あわじ市には日本を代表し全国に自慢できる「ふるさと資源」が数

多くあります。市民の皆様や議員各位とともに、職員が一丸となって知

恵を絞り自ら行動し、危機感を持ちながらも、子や孫たちが夢の持てる

戦略的な施策展開を図ってまいります。 

 本年度は「熟慮断行の年」と位置づけ、私の強いリーダーシップのも

と、南あわじ市の将来のため苦渋の選択を自らに課しながら英断してま

いります。 
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 その一つは、人口減少・少子対策です。 

 南あわじ市の年齢階層別人口構成を見ると極端な逆ピラミッドになっ

ております。団塊の世代が定年を迎え、急激な人口減少・少子高齢社会

に突入し、就業率の低下や社会保障の増大がすすみ、地域活力に大きな

影響を及ぼしています。 

 市民の皆様からのご要望や議員各位のご助言、１００人委員会のご提

言など各方面からのご意見を拝聴し、現在少子対策推進本部を設置して

検討を重ねておりますが、少子対策を最重要施策と位置づけ、担当部署

を新たに設置することにより雇用・定住対策、結婚促進、子育て環境の

改善、女性の就業環境づくりなど、国がスタートさせる「頑張る地方応

援プログラム」にも位置づけつつ、戦略的に事業を推進してまいります。 

また、総合計画基本構想で示したとおり、１０年後の平成２８年にお

いて人口 5 万人を下回らないことを基本目標とし、合計特殊出生率の向

上に向けた総合的な政策を展開します。 

 

 その二つは、防災対策です。 

災害から市民の生命・身体・財産を守ることは行政の最重要課題の一

つであり、災害予防、災害応急対策、災害復旧・復興の各段階において、

万全を期す必要があります。 
尊い命を守るため、市民一人ひとりの防災意識や地域防災力を高め、

災害への「備え」を実践する市民運動と仕組みづくりを幅広く展開支援

します。 

 甚大な被害の発生が想定される東南海・南海地震などの大規模地震対

策については、津波対策や迅速な情報収集・伝達システムなどを構築し、
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地震防災対策を強力に推進します。 
 

 その三つは、職及び食づくりです。 

農業、漁業、瓦産業、観光産業など、南あわじ市には日本を代表し全

国に誇れる産業や特産品、伝統文化が数多くあります。 

地域活力にかかせない「職」、安心・安全を求める「食」を振興するた

め、各産業や文化それぞれの独自性と特徴を伸ばし、関係団体の自主的

な活動を尊重しながら夢・知恵・元気あふれる職及び食づくりをすすめ

ます。 

雇用を拡大するため懸命に企業の誘致に努力し、乳製品をはじめ生産

体制の強化と生産基盤の整備を支援するとともに、関係組織との協議を

重ね、特産品の販売戦略と体験・交流・学習を組み合わせた総合的な観

光産業の発展をめざします。 

 

 その四つは、行財政改革の断行です。 

現在、人口減少・少子高齢社会へ突入し、地域産業の停滞、政府の各

種改革による負担増大、県からの事務移譲、厳しい市の財政状況など、

数多くの構造的重要課題を抱えています。 

また、国勢調査の結果や新型交付税の導入なども歳入に大きく影響す

るなか、福祉、教育等従来からの事務事業の継続、膨大な市民からの要

望や喫緊な課題解決のための事業進展が求められております。 

今、私たち世代が、痛みの伴う行財政改革に真っ向から取り組んでい

くことこそが、将来に向けて健全で持続可能な財政基盤を創造すること
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であり、次世代の子孫に対する責務であると決意を新たにしております。 

今後は、市民の深いご理解を賜り、一般行政経費の節減を図りつつ「選

択と集中」や「自主自立」をより一層推進し、積極的かつ大胆な行財政

の効率化をすすめ、行政能力の向上を図ってまいります。 

 

（新年度基調） 

南あわじ市として初めての総合計画基本構想を策定し、１２月定例会

において議会のご議決をいただきました。 

合併の効果を発揮しながら、暮らしやすく、魅力ある地域づくりを行

うため、南あわじ市がめざすべき都市像・市民の生活像を 

『「食」がはぐくむ ふれあい共生の都市
ま ち

 ～夢・知恵・元気あふれる 

豊穣の郷
さと

づくり～』と定め、都市
ま ち

づくりの３つの柱として、 
「職（食）づくり ～夢あふれ、働く場を生み出すまちづくり～」 

「人づくり ～知恵あふれ、郷土愛が満ちるまちづくり～」 

「安らぎづくり ～元気あふれ、住んで快適なまちづくり～」 

を進めてまいります。 

また、南あわじ市のめざすべき行政経営の姿、市民参画や行財政運営

のあり方を「自立・持続可能な都市
ま ち

をめざし、高い市民力と効率性が発

揮される行財政運営」として、市民と行政の対話と協働を大切にし、ス

リムで機能的な行政へ転換してまいります。 

 平成１９年度の予算編成におきましては、非常に厳しい財政状況であ

ることから、「選択と集中」を念頭に緊急性・必要性を総合的に勘案し、

少子対策の推進や防災対策など、メリハリのある予算案とさせていただ
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きました。 

 それでは、南あわじ市総合計画基本構想に基づき、平成１９年度の重

点施策についてご説明します。 

 

（新年度重点施策） 

（職（食）づくり ～夢あふれ、働く場を生み出すまちづくり～） 
 
○行って楽しい交流・感動の舞台【 観光・交流 】     
 見て、食べて、楽しめる「ふるさと資源」の宝庫、南あわじ市の観光

産業の将来は、今後のマーケティング戦略如何によって、より一層発展

すると考えております。人・物・資金、時間・情報・アイデアと熱意を

集約し、効果的に活用すべく観光協会など関係団体と連携を深めます。 
淡路ファームパークイングランドの丘や大鳴門橋記念館、鳴門海峡の

うず潮や灘黒岩水仙郷などの集客施設や史跡を中心に、回遊性・滞在性

を高め、体験、交流、学習機能を付加した質の高い観光地をめざします。 
宿泊客への対応を適切に行うため、民宿、旅館、ホテル相互の連携を

図るとともに、慶野松原荘などの公共宿泊施設の健全経営に努めます。 
５万人みんなが案内人になるべく、観光ボランティア養成講座の開催

やたくさんのお客様をお迎えするための各種大会・研修会誘致活動を支

援し、各観光案内所の質的向上を誘導します。 
南あわじ市のシンボルとして、観光・道路・気象・防災などの各種情

報の発信を目的としたオニオンタワーを建設するとともに、市や各組織

のホームページなどでの観光情報を充実させます。 

観光拠点を拡充するため、福良津波防災ステーションの整備に併せ、

足湯を含めた温泉振興や魚の棚構想を視野に入れた福良なないろ館周辺
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の再開発を検討します。 
気持ち良くお客様に過ごしていただくため、名勝慶野松原などの自然

景観を維持し、清掃美化に努めます。また、冬場の観光拠点である灘黒

岩水仙郷のより一層の安全対策や各海水浴場など夏場の観光施設の保全

に努めます。 
交流・イベントの開催として、だんじり祭や花火大会などの市民まつ

りや旧三原郡役所の復元に合わせたスイーツフェスティバルを開催する

予定です。 
特に、歴史・文化、農漁業をはじめとする産業分野と観光を結びつけ、 

新しい交流人口を増やすなど、これまでにない横断的で幅広い施策や事

業を展開するために、市長公室の機能を強化し「総合政策推進担当」を

配置して積極的に推進します。 
神戸淡路鳴門自動車道の通行料の低減は、交流人口の増加や迂回トラ

ックの減少の一策であり、他府県を含む関係団体と連携を深め、今年度

も要望・要請を粘り強く続けてまいります。 
 ふるさとに住む者が地域を知ること、愛することが「おもてなしの心」

を育みます。学校教育や生涯学習活動において歴史、文化、産業等の郷

土の理解を深めます。 
 
○ふやさんか！食づくりの担い手【 農漁業 】     
 基幹産業である南あわじ市の農業は、玉葱をはじめ主要野菜や酪農、

和牛生産において全国有数の産地であり、食づくりの担い手を増やすに

は、所得の安定と生産基盤の整備が不可欠です。 
ブランド力のある玉葱やレタス、乳製品や淡路牛などの特性を生かし、

特産品が消費者に認められ、本物志向の求めに応じた更なる対応を農業

団体や県とともに推進します。 
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 担い手づくりについては、農業高校生の研修や農業機械等資格取得、

農業研究グループへの助成、地域の担い手支援、認定農業者の育成など

農協や普及センターとの連携を一層強化し総合的にすすめます。 
また、他地域より優れている高年齢層の熟練された労働力を生かし、

就農意欲の高い団塊の世代を応援します。 
 食育や地産地消の一環として、給食センターでの地元食材活用や小学

生のいきいき農作業体験、共進会と併せた食まつりを開催します。 
 生産環境の維持については、高齢化、離農等の進行により集落機能の

低下や農地及び農業用水の保全管理が困難になりつつあります。 
新たに農地・水・環境の保全向上、ふるさとの水田景観の維持などを

目的に地域住民と共に水田資源を守る活動について積極的に支援します。

併せて、耕作放棄田が増加するなか、農地の流動化や遊休農地の解消に

努め、中山間地域の活性化を図ります。 
 乳製品の食づくりについては、三原郡酪農協と洲本酪農協が自らの努

力により合併し、淡路島酪農協が誕生いたしました。経営の効率化とブ

ランド力の強化を図り、県外産地との競争激化に対抗するため平成２１

年の稼働をめざし計画がすすめられている牛乳工場の新設を支援します。 
また、当産地の特徴である環境循環型農業を維持し、適切な家畜ふん

尿の処理と土づくりを図るため、家畜ふん尿処理施設の設置を支援しま

す。 
 全国的に上位にランクされている優良和牛の自家保留を推進し、継続

的な生産につなげます。 
ブランド野菜であるレタス生産を安定させるため、育苗への補助、集

出荷施設の封緘ライン整備を支援します。また、野菜残渣の不法投棄対

策として処理施設を適切に管理し、併せて、鳥獣被害が後を絶たないた

め、防護柵の設置に努めます。 
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生産基盤整備については、将来への投資でもあり、生産者や生産者団

体が課題を克服しながらすすめなければなりません。 
 県営を含めたほ場整備を１１箇所継続推進し、神代南地区畦畔コンク

リートをすすめ、農道や用排水路の整備補修、ため池の改修などを行い

ます。  
また、阿万西町大川地区かんがい排水事業や阿万百軒堀湛水防除事業

を実施するとともに、オニオン道路整備を促進し、西淡志知、広田地区

の地籍調査を積極的に推進します。 
農業共済事業においては、農作物・園芸施設共済や家畜共済、建物・

農機具共済について、災害・事故時等の適切な損害評価や対応を行い、

農業経営の安定を図ります。 

 水産の食づくりについては、漁業資源の枯渇を避けるため、タイ、ヒ

ラメ、オコゼ等の稚魚の放流を推進し、並型魚礁や築いそを設置して、

つくり育てる栽培漁業を進めます。 
 また、従来から行っている地産地消を実践するための生産物直売施設

や朝市を応援するとともに新たなブランドを構築するため、フグ養殖や

アオリイカの資源増大を支援し、産卵用たこ壺の設置を継続します。市

内の漁場環境保全を図るとともに、離島漁業の再生支援事業を引き続き

推進します。 
 担い手づくりについては、将来も漁業者が安心して漁業経営を続ける

ための方策として、関係団体が経営基盤の強い漁協を構築できるよう漁

協合併を支援します。 
 水産物生産拠点の整備については、沼島、丸山漁港の水産物の物揚場、

野積場等を整備し、併せて都市住民とのふれあい交流の場となる公園等

を県とともに計画的に整備してまいります。 
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○南あわじブランドの確立【 商工業 】     
 瓦産業の振興においては、新たなブランドを創出するため淡路瓦の新

商品研究開発を支援します。 
日本を代表する瓦産地の町並み整備と産業振興のため、市全域を対象

とした淡路瓦の屋根工事に対し補助を継続します。 
 淡路瓦販路拡大のため、淡路瓦工業組合等と連携し、国、県、他の行

政機関などに積極的に働きかけます。 
地域企業の活性化を図るため、中小企業の支援強化に努めるとともに、

商工会との連携を深め商工業者の経営を支援します。 
 また、市が交付する敬老祝金、入学祝金、障害者見舞金について市内

商工業者の活性化を図るため、商工会と連携しながら「地域振興券制度」

を継続します。 
企業の進出が就業機会を増やし地域経済を活性化させます。企業団地

については、斡旋業者との連携により誘致活動をより強化し、誘致奨励

金制度を継続します。 
 
（人づくり ～知恵あふれ、郷土愛が満ちるまちづくり～） 
 
○大好き！ふるさと南あわじ【 郷土愛 】     
 永い歴史をもち、人間国宝を輩出した淡路人形浄瑠璃の保存伝承と人

材育成のため、淡路人形協会への支援を強力にすすめ、文化庁や県とと

もに文化芸術による創造のまち支援事業を推進し、子どもから社会人に

至るまでの活動の下支えと触れる機会を充実させます。 
 あらゆる世代や男女を問わず活発になった「だんじり唄」を継承する

ため、コンクールやだんじり祭を支援し、指導者の育成に力を注ぐとと

もに、芸術に触れる機会を増やすため県民芸術劇場を開催します。 
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また、歴史遺産や文化財を良好な状態に保ちながら、地域の歴史や埋

蔵文化財を調査し、歴史書として続三原郡史を編纂します。 
地域の連帯意識やコミュニティの衰退が叫ばれるなか、自治会や婦人

会、ＰＴＡや老人クラブなどの団体活動を支援し、世代間の交流や学校・

地域・家庭のつながりを強め、ともに生きる「大好き！ふるさと南あわ

じ」づくりをすすめます。 
学校においては、いじめや不登校がなく、児童生徒一人ひとりに応じ

た適切な指導、相談体制の強化を図るため、臨時教諭の配置を継続しま

す。 
子どもの安全が守られるよう地域のおじさんおばさん運動や防犯グル

ープなどの見守り運動を促進し、学校や地域で命と人権を大切にする学

習活動の充実に努めます。 
 
○一人ひとりが明日を拓くリーダー【 教 育 】      

子ども達が安全に教育を受けるため、倭文、阿万、灘小学校の校舎の

耐震化や南淡中学校の校舎大規模改修を行い、倭文、北阿万、灘小学校、

沼島中学校の体育館の耐震化や南淡中学校体育館の大規模改修の準備を

すすめます。 
ＩＴを駆使できる能力を高めるため、パソコンを活用した学校におけ

る情報教育を推進します。社会や自然のなかで様々な体験ができ、連帯

意識や社会貢献に対する意識を高めるため、自然学校やトライやる・ウ

ィークを実施します。 
遠距離通学者の安全を確保するため辰美、灘小学校、南淡中学校児童

生徒に対しスクールバスを運行します。 
国際性豊かな人を育てるため、小中学校においては外国人講師を招致

し、中高生には海外派遣事業の実施、世代を問わずセライナ市や留学生
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を受け入れ交流を深めます。また、友好市町との交流を継続し人材育成

に努めます。 
幼児期における教育の充実を図るため、保育所や幼稚園の適切な運営

に努めます。 
図書館の内容充実を図り、公民館の活用による自主的な生涯学習活動

を促進します。 
 三原高校と志知高校が統合し淡路三原高校が開校するにあたり、ＰＴ

Ａや地域と連携しながら、県に対しクラス数の維持要望を行ってまいり

ます。 
市民の参画と協働の場をつくるため、市内地区別の行政懇談会を実施

するとともに、女性リーダーの育成と女性の登用率向上をめざし、男女

協働参画推進プランを策定します。 
地域自治の主役となってまいりますＮＰＯ法人の活躍する場を提供し、

独居老人配食サービスや子育て、花づくりなどで活躍されているボラン

ティア活動を支援します。 
 
○情熱と生きる喜びあふれるまち【 生きがい 】     
 家庭や仕事はもとより、スポーツや芸術文化、遊びや憩いの空間が、

仲間や家族と共に情熱を持ち、生きる喜びを感じ得る機会や場となりま

す。 
今回国体開催記念として作られた各団体各種スポーツ大会の市長旗を

活用して、体育協会と連携しながら市内スポーツの振興と市民の交流・

健康増進を促進し、うずしおマラソンなどの大会を通して身体を動かす

喜びを高揚します。 
 また、環境整備として、海洋レクリェーションを推進するため南淡Ｂ

＆Ｇ海洋センターの艇庫を改修し近畿大会を誘致するとともに、阿万ス
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ポーツセンターの屋外トイレを改修します。 
 更に、文部科学省が全国５箇所に委嘱する「スポーツ指導者の活用に

関する地域実践研究」モデル地域の指定を受けましたので、兵庫県ゆか

りのトップアスリートや国体選手の派遣によるスポーツ振興を図るとと

もに、市内のスポーツ指導者及び環境実態の把握を行い、身近なスポー

ツ情報が収集できる環境を整えます。 
 多くの市民が芸術文化に触れるため、滝川記念美術館「玉青館」や公

民館運営の工夫を行い、発表の機会を提供します。 
身近な憩いの場として、農業公園や海釣り公園などの各種公園、子ど

もの広場などを適切に管理し、有効活用できるよう対処します。 
 
（安らぎづくり ～元気あふれ、住んで快適なまちづくり～）  
 
○とにかく「いのち」が一番！【 安 全 】    
 防災対策推進地区の指定を受けております東南海・南海地震及び津波

対策について、ハード事業には限界がありますので、「自分の命は自分で

守る。家族の命は家族で守る。地域の命は地域で守る。」を基本に防災意

識を高く持っていただき、災害発生時には迅速に対応し助け合っていた

だくため、自主防災組織を早急に市全域に広げ、防災士の育成やリーダ

ーの養成、防災教育の充実を図ります。 
また、地域ごとの市民防災訓練を促進し、避難経路や避難場所の周知

と防災計画の検証に努めます。 

国土交通省や県、人と防災未来センター並びに市や市民とともに、兵

庫県南あわじ市福良地区津波対策協議会を開催してまいりました結果、

地域振興策も視野に入れ、防潮堤の遠隔操作や避難場所などを考慮した
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福良津波防災ステーションの建設を推進するとともに、次は阿万海岸に

おいても検討してまいります。 

施設整備においては、ケーブルテレビの整備に併せ屋内告知放送受信

体制を全市に整え、屋外においては１１０箇所にサイレンやスピーカー

を備えた災害告知システム、海岸線を中心とする監視カメラを整備し、

素早く情報収集・伝達できる体制を構築します。 

また、避難路表示板の設置や避難経路の整備をすすめ、沼島地区にお

いては、医療対策を主に万一の災害にも迅速な対応を行うため、ヘリポ

ートを設置します。 

備蓄対策としては、淡路ふれあい公園に整備された県の大規模な備蓄

センターを拠点に、備蓄用食糧や資材を整えます。また、防災資機材備

品や土嚢袋等を準備し災害に備えます。 

消防においては、小型動力ポンプや積載車の導入、消防機具機材の充

実や消火栓の増設・管理を行い消防団の運営を支援します。 

また、淡路広域消防の南淡分署において工作車や人員が拡充され、西

淡出張所において高規格救急車が配備されておりますが、連携を密にし

適切な対応を図ります。 

地域の治安を守るため、南あわじ警察署とともに老朽化した福井駐在

所や灘駐在所の建替えをすすめます。 
 子どもの安全対策として防犯ブザーを支給していますが、青色パトロ

ールを拡充し、地域の見守り活動の啓発、街灯や防犯灯、カーブミラー

の設置維持に努め、警察と連携しながら飲酒運転防止への啓発と、交通

安全対策をすすめます。 
生活基盤の整備や災害対策については、平成１９年度に全線開通が予
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定されている阿万バイパスやオニオン道路を地方幹線道路と位置づけ、

それに連絡する市道阿万１９０号線、賀集２０１号線、浦壁三条線の主

要幹線市道の整備を進めてまいります。他にも、継続して取り組んでい

ます徳長中島線、庄田線、土井線などの幹線市道の整備もすすめます。 
低地、災害対策として、県の河川整備計画で設置した三原川整備計画

懇談会での議論を重ね、総合的視野に立った外水、内水対策に関する計

画を定め、平行して市内二級河川の環境整備工事や排水路の整備を行い、

住環境の改善や災害対策をすすめます。 
また、安心・安全を重視しながら市道や河川及び排水機場、橋梁、港

湾並びに公園などの適正な維持管理に努めます。 
 住宅簡易耐震診断を継続し、市営住宅の耐震診断や下水道接続をすす

めます。都市計画区域の指定調査と見直しを図り地形図測量を行います。 
 
○延ばせ健康寿命！【 健 康 】    
 年を重ねるごとに心と体が健康であることの大切さが分かってまいり

ますし、健康を損なうと家族や社会にも負担がかかってまいります。 
 ついに高齢化率が２６％を越えました。高齢者の方々がいつまでも元

気で、その経験や知恵を地域づくりに役立てていただくため、財政が厳

しい状況ではありますが、老人クラブへの支援については現行を守り、

文化・スポーツ・交流事業などの生きがい活動への参加を啓発し、シル

バー人材センターの運営を促進します。 
長寿を祝い敬老会を継続開催し、８０歳以上の方に敬老祝金を、金婚

夫婦の方に記念品を贈呈します。 
特別会計の国民健康保険や老人保健、介護保険事業などの総額は年々

大幅に増加しております。医療制度を健全に運営するためには、予防を

重視した対応が不可欠です。 
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 健康増進事業では、全世代の各種健診や相談、市民の健康を守るため

の講座・講習会を数多く開催し、町ぐるみ健診の実施により生活習慣病

等の予防と早期発見に努めてまいります。また、感染症対策として乳幼

児から高齢者までの各種予防接種事業に補助し、健康管理支援事業を実

施します。 
 医療制度改革により、平成２０年度には後期高齢者医療制度が創設さ

れます。その運営主体となる県単位での広域連合が設置されております

が、実施に向けて適切に対応します。 
 老人医療、重度障害者医療、高齢重度障害者医療、母子家庭等医療に

ついては的確に措置します。 
予防重視型システムへ転換された介護保険制度については、地域包括

支援センターを中心に適切な介護予防事業を展開し、新たに地域密着型

サービスとして、小規模多機能型居宅介護事業所２箇所の整備を支援し

ます。 
特別養護老人ホーム、デイサービスセンター、老人福祉センター、在

宅介護支援センター等を適切に管理します。 
 
○子どもを産みたい、育てたいまち【 子育て 】 

社会経済状勢や労働環境の変化、結婚や子育てに対する不安などによ

り、晩婚化・未婚化が進行するなか、一人の女性が一生に産む子どもの

数の平均を求めた国の合計特殊出生率は、平成１６年の１．２９から平

成１７年には１．２６となり、減少の一途をたどっております。 

市は、個人の意思を十分尊重しつつ、結婚したい、子どもを産みたい

と考えている方々に、可能な限りの支援をしてゆくべきであると考えて

きたところであります。 
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一方、県が発表した資料によると、ほとんどの県内市町の合計特殊出

生率が低下するなか、南あわじ市は、平成１２年が１．５１、平成１７

年も１．５１と同率になっています。今後は、県下でも数少ない同率以

上の自治体として、合計特殊出生率を向上させるべく積極的に対応して

まいります。 

本格的な少子対策をすすめるため、新たに推進の核となる「少子対策

課」を設置し、企画立案、総合調整、情報発信などを行い、各部で行っ

ていた一部事業と情報を一元化し、戦略的な事業を展開します。 

新規事業として、「子どもを産み育てることは素晴らしい、将来の地域

を担うのは子ども達」という考え方を旨とし、結婚を促進するため、若

者のグループづくりや出会いづくり、縁結び事業を実施し、市民フォー

ラムの開催により市民や企業団体との連携を深め少子対策への機運を盛

り上げます。 

定住対策として、新たに新婚世帯の家賃の一部を３年間補助し、通勤

通学者の交通費助成を継続します。 

 子育て支援においては、新規に前期の妊婦健診費用を援助し、出産祝

金制度として、第１、２子に３万円、第３子以降に１０万円の支給を継

続します。また制度改正により、２歳までの第１子・２子の児童手当を

年６万円から１２万円に倍増します。 

乳幼児等の医療制度としては、すこやか子育て支援助成金制度を拡大

し、本来２割から３割負担である医療費を、入院については０歳から小

学３年生まで無料、外来については０歳から３歳児未満まで無料、就学

前までと小学３年生までを区分し軽減いたします。 
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保育サービスの充実としては、育児休業休暇の奨励や三世代同居を推

進しつつ、乳幼児期における健全な人格形成を図る意味から、できる限

り０歳から２歳までは家庭での保育をすすめ、３歳から就学前までの保

育所・幼稚園の保育料を第２子以降、給食費を除き無料化を図り、３歳

から５歳までの児童を在宅で子育てされる方へ、年間６万円の応援も行

います。補完として、女性の社会進出に応じた延長保育、一時保育など

のニーズに対応します。 

また、子育て学習支援センターにおいては、子育てに悩む方々への相

談や子育ての楽しさを学ぶ交流会・研修会・遊びの広場の開催、子育て

ボランティアの育成に力を注ぎます。 

子どものすこやかな成長をお祝いして、入学祝金制度を継続し、放課

後の居場所と安全を確保するため、学童保育について八木、福良の２箇

所を増設するとともに、新たに学童保育実施校区以外の５箇所程度に放

課後子ども教室を新設するほか、各種遊び塾を統合工夫した「わんぱく

塾」を開設します。 

 障害児を持つ保護者や母子世帯などには、保育料、医療費を減免し、

児童扶養手当を支給します。 

 障害のある方への福祉見舞金制度を継続するとともに、現在策定中の

障害者計画・障害者福祉計画に基づき、地域の中で一人ひとりが安心し

て障害に応じた生活が送れるようサービス提供体制の確立を図ります。   

また、セーフティネットである生活保護については、最低生活費の支

給と被保護者の自立の助長を促進するとともに、社会福祉協議会を通し

てボランタリー活動の支援、福祉コミュニティの推進を図ります。 
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ひとり暮らしの高齢者の見守り活動を推進するとともに、配食サービ

スを継続します。 

家族みんなが安心して暮らせるまちづくりとして、お年寄りや障害の

ある方が不自由なく市内を移動できるコミュニティバスの試行導入を継

続し、市全体の交通網のあり方について早急に検討してまいります。ま

た、外出支援サービスを引き続き実施します。 

 資源ゴミのリサイクルを適切に行うためリサイクルセンター統合事業

を実施し、清掃センター、衛生センターの適切な管理運営と環境美化に

努めるとともに、京都議定書にみられる地球温暖化防止対策及び地球環

境にやさしい施策への対応として、バイオマスタウン構想を策定し計画

的にすすめます。 

 下水道事業については、松帆・湊地区に着手したところですが、加入

促進に全力を注ぎ、特別会計への繰出を軽減するため、長期計画の見直

しを行います。 

水道事業におきましては、淡路広域水道企業団との統合準備をすすめ、

常時安定的に供給できる体制を堅持し、市内関係者にご協力を賜りなが

ら地元原水の有効活用に努めます。 

市道等の危険箇所での小修繕などで、即時対応を行うため「市民生活

応急措置費（通称：市民いなりこ予算）」を確保します。 

住宅対策としては市営住宅の適正管理に努めるとともに、しづおり第

２団地の整備に合わせ、花壇や大型プランターを設置します。また、花

いっぱい運動を展開し、推進団体を支援します。 
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（行財政構造改革の推進）   

 自立・持続可能な都市
ま ち

をめざし、高い市民力と効率性が発揮される行

財政運営 

 

 政府は景気について、「国内民間需要に支えられた景気回復が続くと見

込まれる」としています。しかし、本市においては、依然として景気回

復の兆しが見受けられず、大きくは、３つの要因から簡素で効率的な行

政を実現しなければなりません。 

一つには、政府が「地方にできることは地方に」として三位一体改革

をすすめ、税源移譲・補助金の削減・地方交付税の削減がなされていま

す。県からの事務移譲や包括支援センターなどの制度改正による負担が

増大し、現状のままでは機能停滞が危惧され対策を講じる必要がありま

す。 

 二つには、南あわじ市において高齢化率が２６．４％となり、今後加

速度的に上昇する福祉医療費や少子化による生産年齢人口の大幅な減少、

若者の都市への流出増加などの恐れがあるため、まちとしての持続的発

展可能な体制づくりを急がなければなりません。 

 三つには、バブル期以降旧町において、生活・生産基盤の整備や福祉・

教育施策を積極的にすすめた結果、南あわじ市の地方債残高が平成１９

年度末には、一般会計約４６６億円、特別会計約３７１億円、計約８３

７億円にものぼり、使用可能な一般会計における基金は約１８億円とな

り、財政状況が非常事態とも言うべき状態であるため、来年度以降の予

算編成に大きく支障をきたしていることがあげられます。 
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 このような要因から、「お役所仕事」「税金の無駄遣い」といった批判

や前例・慣例から抜け出せない行政から脱却し、将来世代に責任を持っ

た財政運営を行うため、市民の皆様の深いご理解と積極的なご協力を賜

りながら、行財政改革実施計画（集中改革プラン）に基づき本格的な行

財政改革に取り組んでまいります。 

 

○経営感覚にあふれた市民満足度の高い行政経営の推進 

 市職員の住民対応に関する市民窓口アンケートでは、ある程度の評価

をいただいておりますが、毎年継続しながら市民満足度を把握し、毎週

木曜日の時間延長を含めた窓口サービスの総点検を行い、サービスの質

や利便性の向上に努めます。 

 事務の簡素化・効率化をすすめるため、インターネットを活用した各

種証明書の発行、施設の予約、入札の電子化などを研究します。 

 事務事業の改善・改革としては、「身の丈に合った行政経営」を行うた

め昨年から行政評価システムを導入し改善してきたところです。今後も

目的意識・コスト意識の醸成と住民ニーズに応じた事務執行、創意・工

夫による経費節減と行政の透明性を確保するために引き続き行政評価を

行い公表します。 

 加えて、「民間にできることは民間へ」を基本に指定管理者制度を活用

した委託化、民営化等を推進し、定員適正化計画と整合性をとりながら、

職員の削減による人件費の抑制や経費の節減に取り組み、官民の役割分

担により民間の事業機会を創出するとともに、委託・民営化事業の評価・

管理に取り組みます。 
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○地方分権時代にふさわしい自立できる行政経営の推進 

 財源が厳しいなかでも、総合計画などの長期ビジョンによる施策を実

現するため「財政健全化計画」を策定し、「選択と集中」により主要事業

の年次計画を定め遅くとも平成２３年度には収支の均衡を図ります。 

 平成１９年度の予算編成においては、財源配分の重点化を図るための

「事前評価」と職員の責任ある創意工夫が発揮できるよう一般財源を部

局別に枠配分する「財源割当方式」を導入し一定の成果を得ましたが、

今後も財政健全化に向け工夫してまいります。 

 地方債残高があまりにも多額であるため、このままでは子や孫の世代

に大きなつけを回してしまいます。 

今後は、より一層の起債の抑制と計画的な繰上償還に努め、単年度で

赤字が発生しないよう危機感をもった予算編成を行ってまいります。 

また、このような苦しい財政状況にあっても、基金造成の合併特例で

ある地域振興基金を創設し、市民の連帯強化と均衡ある地域振興を図る

ための資金として活用してまいります。 

 三位一体改革による税源移譲への影響を考慮し、税負担等の公平性を

保ち適切な税収確保を行うため、使用料・手数料を含めた滞納事案への

厳正な対応と的確・迅速な徴収体制を確保します。また、下水道への加

入を促進し、公衆衛生の向上と水質保全に努め自主財源を確保します。 

 市が所有する未利用財産を積極的に売却するとともに、情報提供媒体

による民間広告を掲載し、新たな財源を確保します。 

 補助金等については、財政状況、行政として対応すべき必要性、費用

対効果等を検討し、整理統合、総額の削減に取り組みます。 
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 市長公用車などを売却したところですが、なによりも職員一人ひとり

の意識改革が重要であり、市有施設・設備等の光熱水費や維持管理委託

料の減額、物品購入の一元化や公用車の集中管理など内部管理経費の一

層の節減を図ります。 

 定員適正化計画につきましては、合併時の職員６７２名を１５年後に

は当初５５０名にするとしていたものを昨年、１５年後に５００名と改

めました。今後は、退職者の２分の１程度の新規採用にとどめ、嘱託・

臨時・パート職員についても削減努力し、効率化・民営化の進捗を速め

ます。 

 また、昨年大幅に人件費を削減したところですが、市長、助役、収入

役、教育長の給与カットや管理職手当の削減を継続するとともに、諸手

当等の見直しを検討し、職員給与の透明性を高め総人件費の抑制に努め

ます。 

 組織・機構については、庁舎等公共施設整備検討委員会で庁舎機能の

利便性と効率性のあり方を継続検討していただきながら、重点施策を考

慮した機構改革に取り組みます。 

 知恵比べといわれる地方分権時代を迎え、職員の資質を向上させるた

め、人事評価システムの導入を検討します。 

 公共工事については、多数の公共施設の維持管理費、合併前から借り

入れた多額の市債償還を鑑み、財政健全化計画に基づく年次計画や事業

の事前評価を行い、投資的経費の抑制を行うとともに、入札・契約等の

適正な競争原理と透明性・公平性の確保を促進します。 
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○市民との信頼関係に基づく協働による行政経営の推進 

 多様化・高度化する市民や地域ニーズに加え、自主自立、自助・共助・

公助が求められる地方分権時代を迎え、市民と行政の役割分担を明確化

し、まちづくりは自らの手でという市民の参画・協働意識の向上と開か

れた行政のスリム化をめざさなければなりません。 

 １００人委員会をはじめ多数の委員会・協議会において、市民の知恵

やアイデアを市政に反映すべくご提案をいただきました。今後も市民の

意見を反映すべく意見聴取の機会を大切にします。 

また、市民に対する説明責任を果たすため、広報誌やホームページ、

ケーブルテレビなどを通して情報伝達を迅速に行える体制を整え、情報

の適切な公開と共有に努めます。 

併せて、市民の地域意識や連帯感を醸成し、地域が自主的に行ってい

る子どもの見守りや花づくりなどの優良事例を全市に波及啓発します。 

 

 以上の方針のもとに編成した平成１９年度の歳入歳出予算は、 

 

   一般会計   「 ２６９億１，０００万円   」 

 

   特別会計   「 ２５９億０，０６９万５千円 」 

     内訳として 

    国民健康保険特別会計  ６２億６，７０１万１千円 

       老人保健特別会計    ６０億８，０４０万４千円 

       介護保険特別会計    ４０億２，７２６万４千円 
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       公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水を合わせた 

下水道事業関係特別会計 ３７億４，７８６万８千円 

       水道事業会計      ３４億６，６７９万７千円 

       他１２特別会計     ２３億１，１３５万１千円 

 

合  計   「 ５２８億１，０６９万５千円 」です。 

 

 南あわじ市長として熟慮断行の年となる平成１９年度予算の編成にあ

たっては極めて厳しい財政状況のもと、ほんとうに苦しい決断を強いら

れました。 

膨大な地域からの要望や是が非でも着手すべき事業など、全てを予算

化することが困難ななか、夕張市の財政破綻を他人ごととは考えず、事

業の緊急性と優先順位を精査検討し、「選択と集中」を旨に財源の効率的

かつ効果的配分に努め、市の将来への布石となる的確な事業展開が図ら

れるよう編成しております。 

 議員の先生方には、国のあらゆる改革による影響や、市の諸事情をご

理解賜り、慎重審議のうえ、適切なるご議決をいただきますようよろし

くお願い申し上げ、南あわじ市平成１９年度施政方針といたします。 

 

  平成１９年３月１日 

 

               南あわじ市長  中 田 勝 久 


